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気候変動適応策の国際的展開
ＯＥＣＣの取組



OECCの取組領域

「OECCの新たな展望」より



中期行動計画（2018‐2020）

新たな展望（2017） 環境開発協力の中核組織としての
ビジョンを示すポジション・ペーパー

気候変動中期行動計画 （2019‐2023）

1. OECCの戦略⽂書における気候変動適応の位置付け

3

3つの柱、10の取組領域での
活動方針の提示

Action‐orientedな計画
（獲得目標や具体策、指標の明示）

OECCが⽬指す気候変動適応策の取組
（１）気候変動国際制度への貢献
パリ協定の実施と持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向け本格始動の局面にある国際制度の整
備に貢献する。

（２）アジア地域でのネットワーク構築・能⼒強化の⽀援
「アジア太平洋適応情報プラットフォーム(AP‐PLAT)」や「気候変動国際研修センター（CITC）」を中核とし
た、アジア地域での知識と経験の交流、人材や組織の能力強化の取組の支援を行う。

（３）開発途上国での適応計画策定・実施・M&Eへの協⼒
途上国政府や地方自治体で進展する適応計画について、日本政府機関や自治体・企業・研究機関と
共に、策定・実施・モニタリング評価を行うための協力を推進する。



（１） 気候変動国際制度への貢献

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）等における適応

の制度の構築、実施に資する国際的議論の促進、
分析結果の提供

 環境省アジア太平洋気候変動セミナー（APセミナー）を
通じて、COP23の地域準備会合として、適応を中心とす
るCOPアジェンダの事前議論の場を提供し、議長国（フィ
ジー）による調整イニシアチブを支援

 UNFCCC適応委員会（AC）で課題となっている、適応策の
進捗のモニタリング及び評価（M&E）を行うにあたっての
指標について、適応・SDGs・仙台防災枠組（DRR）に係る
議論を支援

 G20の気候変動持続可能性作業部会（CSWG）の下での
C20適応プログラムの一つとして、適応に係る報告や民

間ビジネスの巻き込みや民間資金動員について議論を
支援、分析ペーパーの提供

2．OECCが⽬指す気候変動適応策の取組



(２)アジア地域でのネットワーク構築・能⼒強化の⽀援 ①

環境省が進めるアジア太平洋適応プラットフォー
ム（AP‐Plat）に構築に係る関係国間の議論の支
援、各国内のプラットフォーム構築を通じたAP‐
Platへの参加促進

 環境省が開催するAP‐Plat関係者会合の開催支援
等を通じた議論とネットワーク構築・強化の支援

 タイ、インドネシアとの二国間協力を通じて構築す
る各国内の適応情報プラットフォーム（T‐Plat及びI‐
Plat）構築支援を通じたAP‐Platへの参加促進

2．OECCが⽬指す気候変動適応策の取組
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 OECCはTGO/CITCと「気候変動能力構築に向けた協力協
定」（2018年3月）を締結。国際社会への情報情報発信、
ASEAN各国・都市等を対象とした能力強化プロジェクトの
形成

 JICA「東南アジア地域気候変動緩和・適応能力強化プロ
ジェクト」（2013年6月～2016年5月）、「同東南アジア地

域低炭素・レジリエントな社会構築推進能力向上プロ
ジェクト」（2017年10月～2020年8月）を通じて、職員の長

期専門家派遣、会員企業と協同したプロジェクトの業務
実施を通じたCITCの東南アジア地域の拠点化を支援

タイ温室効果ガス管理機構・気候変動国際研修セン
ター(TGO/CITC)と協同した、東南アジア地域各国の
実務者に対する能力強化・南南協力を支援

(２)アジア地域でのネットワーク構築・能⼒強化の⽀援 ②
2．OECCが⽬指す気候変動適応策の取組



（３） 開発途上国での適応計画策定・実
施・M&Eへの協⼒

開発途上国で進展している国・地方レベルの適応
計画の策定や実施、M&Eを行うための知見の提供

や、能力構築の実施。特に、科学的知見に基づい
た適応計画策定に資する国内での情報プラット
フォームの構築を支援

 インドネシア開発計画庁（BAPPENAS）との二国間協力を
通じたインドネシア適応計画（RAN－API）のレビュー、地
方中期開発計画（RPJMD）におけるレジリエンス指標開発
の支援（東大・NIES・茨城大）

 環境省とタイ天然資源環境省自然環境計画局（ONEP）、
及び上記対インドネシア二国間協力を通じた国内情報プ
ラットフォームの構築支援

 JICAバンコク都気候変動マスタープランプロジェクトを通
じた適応策の設計、M&Eの実施支援 ほか

環境省-BAPPENAS インドネシア地⽅適応
主流化協⼒ 北スマトラ州での影響評価

2．OECCが⽬指す気候変動適応策の取組



1. 国や都市における適応計画・実施・M&Eの取組の拡
大、深化

2. 学術研究機関・科学者コミュニティとの協同

3. 民間企業の技術や資金の動員、適応ビジネスの促進

4. 日本の自治体との協同

5. アジア地域での取組の促進（AP‐PlatやCITC）
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3. 適応分野でのOECCの活動の展開


